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第１章 総則 

 
（趣旨） 

第１ 林業・木材産業改善資金制度の運営及び事務取扱いについては、林業・木材産業改善資金

助成法（昭和５１年法律４２号。以下「法」という。）、林業・木材産業改善資金助成法の施

行について（平成１５年６月１１日付け１５林政企第１４号農林水産事務次官依命通知）、林

業・木材産業改善資金貸付規則（平成１５年宮城県規則第９１号。以下「貸付規則」とい 

う。）、財務規則（昭和３９年宮城県規則第７号）及び宮城県（以下「県」という。）が宮城

県森林組合連合会（以下「県森連」という。）、森林組合、宮城県木材協同組合（以下「県木

協」という。）又は融資機関との間に締結する事務委託契約書に定めるもののほか、この要領

の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２ この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 政令 林業・木材産業改善資金助成法施行令（昭和５１年政令第１３１号）をいう。 

(2) 林業・木材産業改善資金 法第２条の資金をいう。 

(3) 林業・木材産業改善措置 法第２条に規定するものをいう。 

(4) 県貸付金 法第３条第２項の規定による県の貸付金をいう。 

(5) 融資機関 法第３条第２項で規定するものをいう。 

 

第２章  林業・木材産業改善資金の貸付条件等 

 
（資金内容及び貸付対象者） 

第３ 林業・木材産業改善資金の資金内容は、別表のとおりとし、次に掲げる条件を併せ有する

ものとする。 

(1) 立木の取得に必要な資金は、立木の取得そのものが林業・木材産業改善措置として実施さ 



 

れる場合の立木の取得に必要な資金であり、高能率の林業機械又は加工機械の導入に伴い必

要となる立木の取得費用に類するものは含まないこと。 

(2) 経営規模の拡大、生産方式の合理化その他の林業経営又は木材産業経営の改善に伴い必要

となる資材費その他の費用に充てるのに必要な資金は、林業・木材産業改善措置の導入に係

る初度的経費に充てるのに必要なものに限られること。 

(3) 土地及び建物（林業労働に係る労働災害の防止又は林業労働に従事する者の確保を目的と

して導入する休憩施設、きのこ栽培舎その他林業・木材産業改善措置に必要不可欠なものを

除く。）の取得費用は含まれないこと。 

２ 林業・木材産業改善資金の貸付対象者は、別表のとおりとするが、法人格のない団体にあっ

ては次に掲げる条件を併せ有するものでなければならない。 

(1) 林業又は木材産業の経営、林産物の生産若しくは販売の方式の改善等を共同して又は集団

的に行うことを目的として組織された団体であって、実体的活動を現に行っているものであ

ること。 

(2) 目的、名称、事務所、資産、代表者及び総会に関する定めを有するものであること。 

 

（補助残に対する貸付） 

第３の２ 県又は市町村が独自に実施する補助事業（国費が入るものは不可。）と林業・木材産

業改善資金を一体的に活用することにより、当該事業が一層の効果を発揮し、かつ効率的で計

画的な実施が可能と認められる場合に限り、当該補助事業の補助残を限度として、林業・木材

産業改善資金を貸付ることができる。 

 

（貸付金の利率、償還期間等） 

第４ 貸付金は、無利子とする。また、貸付単位は１万円とし、端数は切り捨てるものとする。 

２ 貸付金の償還期間は、１０年以内（３年以内の据置期間を含む。）とする。 

ただし、林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法（昭和５４

年法律第５１号）第９条に規定する林業・木材産業改善資金にあっては１２年以内（３年以内

の据置期間を含む。）、林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第４５号）（以

下「労確法」という。）第７条に規定する同資金にあっては１５年以内（３年以内の据置期間

を含む。）、中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律（平成２０

年法律第３８号）（以下「農商工等連携促進法」という。）第１３条に規定する同資金にあっ

ては１２年以内（５年以内の据置期間を含む。）、農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料

としての利用促進に関する法律（平成２０年法律第４５号）第９条に規定する同資金にあって

は１２年以内（３年以内の据置期間を含む。）、脱炭素社会の実現に資する等のための建築物

等における木材の利用の促進に関する法律（平成２２年法律第３６号）第１２条に規定する同

資金にあっては１２年以内（３年以内の据置期間を含む。）、地域資源を活用した農林漁業者

等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平成２２年法律第６

７号）（以下「六次産業化法」という。)第１０条に規定する同資金にあっては１２年以内（５

年以内の据置期間を含む。)、森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法（平成２０年法律

第３２号）（以下「森林間伐特措法」という。）第１１条に規定する同資金にあっては１２年

以内（５年以内の据置期間を含む）、山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第８条に規定す

る同資金にあっては１２年以内（５年以内の据置期間を含む）、木材の安定供給に関する特別

措置法（平成８年法律第４７号）第１５条に規定する同資金にあっては１２年以内（３年以内

の据置期間を含む。）、森林間伐特措法第１６条に規定する同資金にあっては１２年以内（３



 

年以内の据置期間を含む。）、環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事

業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第３７号）第２４条第２項に規定する同資金にあっ

ては１２年以内（３年以内の据置期間を含む。）とする。 

３ 償還期間（据置期間を含む。）を定めるに当たっては、借入希望者の経営状況、貸付対象施

設等の性質、規模及び耐用年数を総合的勘案し、適正な期間を設定するものとする。 

４ 貸付金の償還期日は、毎年度５月３１日とし、貸付金交付日以降最初の５月３１日を第１回

目の償還期日とする。ただし、償還期日が土曜日、日曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和 

２３年法律第１７８号）に規定する休日にあたる時は、その翌日とする。 

５ 貸付金の償還は、原則として千円単位の均等年賦払いの方法によるものとし、償還年数（据

置期間のある場合は、据置期間経過後の年数）で徐した額に端数が生じるときは、初回の償還

に加算するものとする。また、１万円単位の均等年賦払いの方法による償還でも可とする。 

なお、償還期間が１年以内の貸付金にあっては一時払いの方法によるものとする。 

６ 融資機関に対する県貸付金の償還期間は、１６年以内（４年以内の据置期間を含む。）とす

る。 

ただし、労確法第７条に規定する同資金にあっては１６年以内（４年以内の据置期間を含 

む。）、農商工等連携促進法第１３条に規定する林業・木材産業改善資金にあっては１６年以

内（６年以内の据置期間を含む。）、六次産業化法第１０条に規定する同資金にあっては１６

年以内（６年以内の据置期間を含む。）とする。 

 

（連帯保証人及び物的担保） 

第５ 貸付規則第３条第１項に規定する連帯保証人は、原則として連帯保証人の保証能力（連帯

保証人資産・負債状況調査書(様式第１号)の保証能力合計の欄に掲げる金額をいう。以下同 

じ。）が一の貸付申請に係る貸付金の額（以下「貸付申請額」という。）以上である者とする。 

２ 連帯保証人は、原則として県内に住所を有する者で、かつ、貸付申請者と生計を一にする親 

族以外の者とする。ただし２０万円以下の貸付に限り生計を一にする親族でも可とする。 

３ 貸付規則第３条第１項に規定する担保は、林業・木材産業改善資金により導入する施設若し

くは機械又は土地若しくは建物の不動産とする。 

４ 第1項の連帯保証人の数、及び前項の担保の要件は、次のとおりとする。 

 

借受
主体 

貸 付
申請額 

連 帯
保証人 

担保要件 
 

備 考 

 

 

 

個 人 

20万円 
以下 

１人以上 不 要 20万円以下に限り連帯保証人は同一生計の 
親族でも可とする。 

500万円

未満 

１人以上 原則不要 連帯保証人の保証能力が貸付申請額に満た

ない場合は、不足する金額以上の評価額を

有する担保を提供すること。 

（根拠：貸付規則第３条第４項 

及び事務取扱要領第５第６項） 

500万円

以上 

1人以上 （必須） 

貸付申請額

以上の評価

額を有する

物件。 

担保評価額が貸付申請額に満たない場合 

は、不足する金額以上の保証能力を有する

保証人を１人以上立てること。 

（根拠：貸付規則第３条第３項

及び事務取要領第５第５項） 



 

 

 
林業従
事者等
の組織 

する団

体、法

人 

1000万円

未満 

代表者を

含め１人

以上 

原則不要 連帯保証人の保証能力が貸付申請額に満た

ない場合は、不足する金額以上の評価額を

有する担保を提供すること。 

（根拠：貸付規則第３条第４項 
及び事務取扱要領第５第６項） 

 

1000万円

以上 

代表者を

含め１人

以上 

（必須） 

貸付申請額

以上の評価

額を有する

物件。 

担保評価額が貸付申請額に満たない場合 

は、不足する金額以上の保証能力を有する

保証人を１人以上立てること。 

（根拠：貸付規則第３条第３項

及び事務取要領第５第５項） 

５ 貸付規則第３条第３項及び第４項に規定する別に定める金額とは、個人にあっては５００万

円、林業従事者等の組織する団体にあっては１，０００万円とする。 

６ 貸付規則第３条第４項に規定する知事が債権保全上必要があると認める場合とは、第１項に

規定する保証能力が貸付申請額に満たない場合で、貸付申請者が保証人の追加又は変更の求め

に応じることができない場合をいう。 

 

（貸付資格の認定基準） 

第６ 林業・木材産業改善措置の内容が次の各号に掲げる措置のいずれかに該当し、かつ、法第 

７条第１項に規定する林業・木材産業改善資金の貸付けを受けようとする林業従事者等（以下 

「申請者」という。）が申請に係る林業・木材産業改善資金をもって林業・木材産業改善措置

を実施することにより、その経営を改善し、又は林業労働に係る労働災害の防止若しくは林業

労働に従事する者の確保を図る見込みがあると認められる場合は、林業・木材産業改善資金の

貸付資格を認定するものとする。 

(1) 新たな林業部門の経営の開始 

従来行っていなかった林業部門の事業へ進出することをいい、林業を行っていなかった者

が新たに林業の経営を開始することを含む。 

(2) 新たな木材産業部門の経営の開始 

従来行っていなかった木材産業部門の事業へ進出することをいい、木材産業を行っていな

かった者が新たに木材産業の経営を開始することを含む。 

(3) 林産物の新たな生産方式の導入 

先駆的な技術で、生産性の向上、品質の向上等に資するものを導入することをいう。 

(4) 林産物の新たな販売方式の導入 

従来の技術・経営ノウハウでは対応できない新しい販売の方式を導入することをいう。 

(5) 林業労働に係る安全衛生施設の導入 

林業労働に係る労働災害を防止するために普及を図る必要があると認められる機械・施設

を導入することをいう。 

(6) 林業労働に従事する者の福利厚生施設の導入 

林業労働に従事する者を確保するために普及を図る必要があると認められる保健施設等を

導入することをいう。 

２ 貸付資格の認定に当たっては、次の事項について留意するものとする。 

(1) 当該認定に係る林業・木材産業改善資金の貸付けが、効率的かつ安定的な林業経営の育成

と木材産業の構造改革の推進に資するものとなるよう、林業経営基盤の強化等の促進のため

の資金の融通等に関する暫定措置法（昭和５４年法律第５１号）第２条の２第１項の規定に

基づき知事が定めた「林業経営基盤の強化並びに木材の生産及び流通の合理化に関する事項

についての基本構想（平成１４年５月２８日付け林振第１６２号）」、及び都道府県林業・

木材産業構造改革プログラム作成要領（平成１４年２月２６日付け１３林政経第１６６号林



 

野庁長官通知）に基づき知事が作成した「宮城県林業・木材産業振興計画（平成１４年

３月 ２８日付け林振第６７０号）」の内容等に即したものであること。 

(2) 当該認定に係る林業・木材産業改善措置に係る事業（以下「貸付金に係る事業」とい 

う。）が、貸付金に係る事業の効果の発現時期の早期化及び資金の効果的利用の観点から、

原則として、林業・木材産業改善資金の貸付け後３か月以内（森林施業の継続した実施、研

修等３か月以内に完了することが困難なものについては、林業・木材産業改善措置に関する

計画に記載する事業完了までの期間以内）に完了すると見込まれるものであること。 

(3) 当該認定に係る林業・木材産業改善措置を実施するのに必要な林業・木材産業改善資金

以外の資金についても、その調達及び償還の確実性が十分見込まれるものであること。 

 

第３章  県の林業従事者等に対する林業・木材産業改善資金の貸付手続等 

 
（貸付申請書の提出） 

第７ 申請者は、林業・木材産業改善資金貸付申請書（様式第２号。以下「貸付申請書」とい

う。）に林業・木材産業改善措置に関する計画書（様式第３号。以下「改善計画書」とい 

う。）、収支計画書（様式第４号）及び次に掲げる書類を添えて、申請者の住所地をその地区

内に含む森林組合法（昭和５３年法律第３６号）第９条第２項第１号の事業を行う森林組合又

は中小企業等協同組合法（昭和２４年法律１８１号）第９条の２第１項第２号の事業を行う宮

城県木材協同組合（以下「森林組合等」という。）に３部提出するものとする。 

(1) 事業費の見積書（原則２社以上）。１社随意契約にする場合は見積書及び業者選定理由書 

(2) 所得（法人）税申告書及び損益計算書（直近３年（期）分） 

(3) 申請者が未成年である場合は、親権者又は未成年後見人の同意書（様式第５号） 

(4) 施設の取得の場合は、施設の位置図、配置図、平面図（内部の使用区分を明記）等及び建

築確認が必要なものにあっては建築確認書又は建築確認申請書の写し 

(5) 機械及び施設の取得の場合は、カタログ又は参考資料 

(6) 団体借受の場合は、及び団体の規約又は定款並びに当該借受に係る議決に関する資料 

(7) 貸付けを受けるに当たって権利関係の設定等を行っている場合は、当該権利の設定契約書

等の写し 

(8) 連帯保証人を立てる場合は、連帯保証人の①連帯保証人資産・負債状況調書（様式第７号。

以下「連帯保証人調書」という。）並びに②所得証明書、③市町村固定資産評価証明書及び 

④不動産登記簿謄本。ただし、貸付申請額が５００万円に満たない場合には、①連帯保証人

調書の提出を省略することができる。 

また、個人の２０万円以下の貸付申請の場合、及び森林組合等において貸付申請額が ５０

０万円未満で、かつ代表者が連帯保証人の場合は、①から④までの資料の提出を省略するこ

とができる。 

(9) 債権保全に係る提出書類については、林業・木材産業改善資金担保事務取扱要領（平成１ 

３年６月１日施行。以下「担保事務要領」という。）により、関係する書類を提出すること。 

(10) その他知事が必要と認める書類 

２ 前項の規定により、貸付申請書、改善計画書、収支計画書及び添付書類(以下「貸付申請書 

類」という。)の提出を受けた森林組合等は貸付申請者の住所地を所管する地方振興事務所長又

は地域事務所長（以下「所長」という。）に貸付申請書類を２部送付するものとする。 

３ 林業・木材産業改善資金の貸付けを受けようとする者がやむを得ない理由により第１項の規

定による貸付申請書を森林組合等を経由して提出することができないときは、直接、当該申請者

の住所地を所管する所長に２部提出するものとする。 

４ 第１項及び前項の規定にかかわらず、次に掲げる者が林業・木材産業改善資金の貸付けの申

請者である場合には、直接、当該申請者の住所地を所管する所長に貸付申請書類を２部提出す



 

るものとする。 

(1) 市町村、財産区及び市町村の一部事務組合 

(2) 森林組合 

(3) 社団法人宮城県林業公社（昭和４１年６月２３日に社団法人宮城県林業公社という名称で

設立された法人をいう。） 

(4) 宮城県森林組合連合会（以下「県森連」という。） 

(5) 宮城県木材協同組合（以下「県木協」という。） 

５ 所長は、前３項の規定により貸付申請書の提出又は送付があったときは、当該申請者の林業 

・木材産業改善措置に関する意見書（様式第８号）を作成し、その意見書と貸付けの決定に参

考となる資料を添付の上、当該貸付申請書類を知事に進達するものとする。 

 

（貸付決定の通知等） 

第８ 知事は、第７第５項の規定により貸付申請書類の進達を受けたときは、当該貸付申請書類

の審査を行うものとする。この場合、担保に係る審査については、担保事務要領に留意して審

査するものとする。 

２ 知事は、貸付けの適否を決定する上で必要と認める場合には、別に定める設置要領に基づき、

貸付の適否の決定に関する検討委員会（以下「検討委員会」という。）を開催して必要な意見 

を求めることとする。 

３ 知事は、貸付けの適否を決定する場合においては、所長、森林組合等に対し、当該貸付けの

適否について意見を求めることができる。 

４ 知事は、予算の範囲内で貸付けを行う、又は行わない旨の決定をするものとする。 

５ 知事は、貸付けを決定したときは、林業・木材産業改善資金貸付決定通知書（様式第９号。

以下「貸付決定通知書」という。）に、林業・木材産業改善資金借用証書（様式第１０号。以

下「借用証書」という。）を添えて、第１２に規定する資金の交付を経由する機関（以下「委

託事務処理機関」という。）を経由して申請者に交付し、その旨を所長及び委託事務処理機関

に通知するものとする。 

６ 委託事務処理機関は、前項の規定により貸付決定通知書及び借用証書の送付を受けたときは、

資金管理台帳（様式第１１号）に所定事項を記入の上、当該貸付決定通知書及び借用証書を申 

請者に送付するものとする。 

７ 知事は、貸付けを行わない旨の決定をしたときは、貸付不承認通知書（様式第１２号）を委

託事務処理機関を経由して申請者に交付し、その旨を所長及び委託事務処理機関に通知するも

のとする。 

 

（借用証書の提出等） 

第９ 申請者は、第８第５項の規定により貸付決定の通知を受けたときは、その通知を受けた日

から１０日以内に借用証書を委託事務処理機関を経由して知事に提出しなければならない。こ

の場合、当該借用証書には、申請者（団体の場合は、その代表者）、連帯債務者及び連帯保証

人は自ら署名・押印し、発行後３か月以内の印鑑証明書及び民法（明治２９年法律第８９号）

第４６５条の６以下の規定による保証意思を確認した公正証書の謄本を添付しなければならな

い。 

２ 委託事務処理機関は、前項の規定により借用証書の提出を受けたときは、その内容を点検の

上、当該借用証書の所定欄に受理年月日を記入し、知事に送付するものとする。 

 

（借受辞退） 

第１０ 申請者は、貸付金の交付を受ける前に借受けを辞退しようとするときは、速やかに林業 

・木材産業改善資金借受辞退届（様式第１３号の１。以下「借受辞退届」という。）に貸付決



 

定通知書を添えて委託事務処理機関に提出しなければならない。 

２ 委託事務処理機関は、前項の規定により借受辞退届の提出を受けたときは、直ちに所長を経

由して知事に送付するものとする。 

３ 知事は、前項の規定により借受辞退届の送付を受け、貸付けの決定を取り消したときは、林

業・木材産業改善資金貸付決定取消通知書（様式第１３号の２。以下「貸付決定取消通知書」

という。）を委託事務処理機関を経由して申請者に交付し、その旨を所長及び委託事務処理機

関に通知するものとする。 

 

（貸付決定の取消し） 

第１１ 知事は、貸付規則第８条第１項（虚偽の記載）の規定により貸付決定を取り消したとき

は、第１０第３項に準じて処理するものとする。 

 

（貸付金の交付） 

第１２ 知事は、第９の規定により借用証書を受理したときは、その記載内容を確認の上、次に

掲げる区分により貸付金を申請者に交付するものとし、その旨を県森連又は県木協に連絡する

ものとする。この場合、申請者への交付に当たっては、当該申請者が指定する当該申請者名義

の改善資金専用の預金口座に口座振替の方法により行うものとする。 

(1) 事務取扱要領第７第１項の規定により貸付申請書を森林組合に提出した者については、県

森連及び森林組合を経由して交付する。 

(2) 事務取扱要領第７第１項の規定により貸付申請書を県木協に提出した者については、県木

協を経由して交付する。 

(3) 事務取扱要領第７第３項の規定により貸付申請書を所長に提出した者については、直接交

付する。 

(4) 事務取扱要領第７第４項の規定により貸付申請書を所長に提出した者のうち、森林組合に

ついては県森連を経由し、その他の者については直接交付する。 

 

（貸付金使途の明確化） 

第１３ 借受者は、貸付金に係る事業の実施に当たり自己資金を必要とする場合は、自己資金を

あらかじめ預金口座に積み立てなければならない。 

２ 借受者は、貸付金の使途を明確にするため、当該貸付金に係る事業における施設、機械、資

材等の代金支払は口座振替によるものとする。 

３ 借受者は、前項の代金支払に係る領収証等の証票類を整備保管しなければならない。 

 

（事業の実施期間及び実施報告等） 

第１４ 借受者は、貸付決定後速やかに当該貸付金に係る事業に着手し、貸付金受領後３月以内

又は事業を実施するのに必要な期間としてあらかじめ知事が承認した期間内に完了しなければ

ならない。この場合、特別の理由がある場合を除き、交付された貸付金を速やかに使用するも

のとする。 

２ 借受者は、災害等やむを得ない事情により第１項に規定する期間内に貸付金に係る事業を完

了することが困難な事態が発生した場合は、第２２の規定により知事の承認を受けて期間を延

長することができる。 

３ 借受者は、貸付金に係る事業が完了したときは、当該事業完了の日から３０日以内に林業・

木材産業改善資金事業実施報告書（様式第１４号。以下「事業実施報告書」という。）を次に

掲げる区分により提出しなければならない。この場合、事業実施報告書には、当該事業の経費

の支払を証明する書類（見積書、契約書、納品書、請求書、振込依頼書兼領収書、領収書、通

帳それぞれの写し、その他知事が必要と認める書類）とともに、借受者が団体の場合は資金調



 

達明細書（様式第１５号）を添付しなければならない。ただし、研修に係る資金の借受者にあ

っては、この限りでない。 

(1) 貸付申請書を森林組合又は県木協（以下「森林組合等」という。）に提出した者は、当該

森林組合等に３部提出する。 

(2) 貸付申請書を所長に提出した者は、所長に２部提出する。 

４ 研修に係る資金の借受者は、研修に就いたときに研修証明書（様式第１６号の１）を、研修

を終了したときには事業実施報告書に代えて研修終了報告書（様式第１６号の２）を前項各号

に掲げる区分により提出しなければならない。 

５ 森林組合等は、前２項の規定により事業実施報告書又は研修証明書若しくは研修終了報告書

の提出があったときは、その記載内容を確認の上、１部を控えとし２部を所長に送付するもの

とする。 

６ 所長は、前３項の規定により事業実施報告書若しくは研修証明書若しくは研修終了報告書の

送付又は提出を受けたときは、第１５第２項第１号及び第２号の規定による書類審査及び現地

調査を行い、その状況を記載して、１部を知事に進達するものとする。 

７ 所長は、貸付金に係る事業年（林業従事者等の組織する団体にあっては事業年度）の終了後、

当該貸付金に関し第１５第２項第３号の規定による追加確認調査を行い、その状況を知事に報 

告するものとする。 

８ 所長は、償還が完了するまでの間、毎年度８月３１日現在で第１５第２項第４号の規定によ

る定期確認調査を行い、その状況を９月３０日までに知事に報告するものとする。 

 

（事業実施の確認） 

第１５ 貸付金に係る事業の実施状況等の確認は、書類審査、現地調査及び追加の書類確認によ

るものとする。ただし、当該貸付金の借受者に対する普及指導の経緯及び完了報告書の添付資

料等により、完了の確認が十分かつ的確に行えると判断されるものについては、現地調査を省

略することができる。 

２ 調査確認事項は次のとおりとする。 

(1) 書類審査 

イ 貸付申請書、改善計画書、事業費の支払証書等を基に、事業の完了等を確認する。 

ロ 機械・施設等にあっては、納品書、売買契約書、登録証等を基に、事業の完了等を確認

する。 

ハ その他必要な事項を確認する。 

(2) 現地調査 

イ 改善計画書と導入機械・施設等を照合し確認する。 

ロ その他必要な事項を確認する。 

(3) 追加確認調査 

イ 貸付金に係る事業年（当該貸付金の借受者が林業従事者等の組織する団体にあっては事 

業年度）が終了し、当該借受者による税務申告がなされた後、総勘定元帳、決算関係書類、

税務申告書等を基に、機械・施設等の取得の事実が当該総勘定元帳等に記載されているか確

認する。 

ロ その他必要な事項を確認する。 

(4) 定期確認調査 

イ 現地において導入機械・施設等の状況、事業実施状況、経営状況等を確認する。必要に

応じて決算書の写し等を提出させる。 

ロ その他必要な事項を確認する。 

 

 



 

（繰上償還） 

第１６ 借受者は、当該貸付金の全部又は一部を繰り上げて償還しようとする場合又は次に掲げ

る事項のいずれかに該当することとなった場合には、速やかに林業・木材産業改善資金繰上償

還届（様式第１７号の１。以下「繰上償還届」という。）を委託事務処理機関に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 事業を中止し、又は廃止した場合 

(2) 事業費が減少し、借り受けた林業・木材産業改善資金に余剰が生じた場合 

(3) 合併又は解散等により借受者である団体が消滅し、その事業を引き継ぐ者がいない場合 

(4) 借受者が死亡し、その事業を引き継ぐ者がいない場合 

２ 委託事務処理機関は、前項の規定により繰上償還届を受理したときは、内容を確認の上、所

長を経由して知事に送付するものとする。 

３ 知事は、前項の規定により繰上償還届の送付を受けたときは、林業・木材産業改善資金繰上 

償還承認通知書（様式第１７号の２。以下「繰上償還承認通知書」という。）を、委託事務処理

機関を経由して借受者に交付し、その旨を所長及び委託事務処理機関に通知するものとする。 

４ 借受者は、前項の規定により繰上償還承認通知書を受理したときは、納入期限までに当該償

還金を、委託事務処理機関に納入するものとする。 

 

（期限前償還） 

第１７ 知事は、貸付金に係る債権を保全するために必要があると認めたとき及び借用証書裏面

の特約条項第１条各号のいずれかに該当すると認めたときは、償還期限にかかわらず林業・木

材産業改善資金期限前償還通知書（様式第１８号。以下「期限前償還通知書」という。）によ

り借受者に対し、貸付金の全部又は一部の償還を命ずるとともに、その旨を所長及び委託事務

処理機関に通知するものとする。この場合、借受者の故意により借用証書裏面の特約条項第１

条各号のいずれかに該当したときは、期限前償還を命じた金額につき、貸付けた日から支払を

受けた日までの日数に応じ、当該金額に１２．２５パーセントの割合で計算した違約金を加算

して徴収するものとする。 

２ 借受者は、前項の規定により期限前償還通知書を受理したときは、納入期限までに当該通知

書に示す償還金を、委託事務処理機関に納入するものとする。 

 

（約定償還の通知） 

第１８ 知事は、約定償還を請求するときは、償還期日の２０日前までに委託事務処理機関に通

知するものとする。 

２ 委託事務処理機関は、償還期日の１０日前までに納入通知書を借受者に送付するものとする。 

 

（償還金の納入） 

第１９ 借受者は、納入通知書を受理したときは、納入通知書に記載された委託事務処理機関に、

償還金を納入するものとする。 

２ 委託事務処理機関は、借受者から償還金を受領したときは、領収証を交付するものとする。 

 

（違約金） 

第２０ 借受者は、貸付金の償還を怠ったときは、当該償還すべき期日の翌日から支払日までの

日数に応じて年１２．２５パーセントの割合をもって計算した違約金を県に納付しなければな

らない。ただし、知事が特にやむを得ない理由があると認めたときは、この限りではない。 

２ 貸付規則第１４条の規定による支払の猶予をしていたことにより支払期日までに支払われな

かった場合には、支払期日の翌日から借受者が支払った日までの日数を、前項の規定に基づき

算出した日数から控除することができる。 



 

（支払猶予の手続） 

第２１ 借受者は、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合であって、貸付金の償還が著しく

困難であるときは、林業・木材産業改善資金支払猶予申請書（様式第１９号の１。以下「支払

猶予申請書」という。）により支払猶予の申請をすることができる。この場合、支払猶予申請

書には、知事がその都度定める者による災害等の事実を証する書類を添付し、委託事務処理機

関に提出しなければならない。 

(1) 災害（暴風雨、豪雨、地震、暴風浪、高潮、降雪、低温、降霜、降ひょう等による自然的

災害のほか、火災、盗難等の人的災害を含む。）によって被害を受けた場合 

(2) 借受者又はその者と住居及び生計を一にする親族の死亡、疾病又は負傷があった場合 

２ 委託事務処理機関は、前項の規定により支払猶予申請書の提出を受けたときは、所長を経由

して知事に送付するものとする。 

３ 知事は、前項の規定により支払猶予申請書の送付を受け、支払猶予の決定をしたときは、林

業・木材産業改善資金支払猶予決定通知書（様式第１９号の２。以下「支払猶予決定通知書」

という。）及び林業・木材産業改善資金借用証書変更証書（様式第１９号の３。以下「変更証

書」という。）を委託事務処理機関を経由して借受者に交付するとともに、その旨を所長及び

委託事務処理機関に通知するものとし、支払猶予をしない旨の決定をしたときは、第１０第３

項に準じて処理するものとする。 

４ 借受者は、前項の規定により支払猶予決定通知書の送付を受けたときは、第９第１項に準じ

て変更証書を委託事務処理機関に提出するものとする。 

５ 委託事務処理機関は、前項の規定により変更証書の提出を受けたときは、第９第２項に準じ

て変更証書の記載内容を確認の上、知事に送付するものとする。 

 

（事業計画の変更申請等） 

第２２ 借受者は、貸付決定後事業が完了するまでの間に、事業計画又は資金計画を変更する場

合は、林業・木材産業改善資金事業計画変更承認申請書（様式第２０号の１。以下「計画変更

申請書」という。）を委託事務処理機関に提出するものとする。ただし、次に掲げる以外の軽

微な変更又は改善計画書に記載された内容であって、かつ、当該貸付決定額を超えない変更に

あっては、この限りでない。この場合、借受者は、第１４第３項の規定による事業実施報告書

の提出の際に、当該事業実施報告書に変更の内容と理由を記載するものとする。 

(1) 貸付けの対象となった施設、機械若しくは資材の種類若しくは規模又は工事内容を著しく

変更しようとする場合 

(2) 借受者が団体であって、その受益構成員に変更が生じる場合 

(3) 第１４第２項の規定による承認を受けようとする場合 

２ 委託事務処理機関は、前項の規定により計画変更申請書の提出を受けたときは、所長を経由

して知事に送付するものとする。 

３ 知事は、前項の規定により計画変更申請書の送付を受け、これを承認したときは、林業・木

材産業改善資金事業計画変更承認通知書(様式第２０号の２)を委託事務処理機関を経由して借

受者に送付するとともに、その旨を所長及び委託事務処理機関に通知するものとし、承認しな

いときは、第１０第３項に準じて処理するものとする。 

 

（据置期間の変更申請等） 

第２３ 借受者は、貸付けを受けた後償還が始まるまでの間に、据置期間を変更しようとする場

合は、林業・木材産業改善資金償還方法変更申請書（様式第２１号の１。以下「償還方法変更

申請書」という。）を委託事務処理機関に提出しなければならない。 

２ 委託事務処理機関は、前項の規定により償還方法変更申請書の提出を受けたときは、所長を

経由し知事に送付するものとする。 



 

３ 知事は、前項の規定により償還方法変更申請書の送付を受け、これを承認したときは、林業 

・木材産業改善資金償還方法変更承認通知書（様式第２１号の２。以下「償還方法変更承認通

知書」という。）及び変更証書を委託事務処理機関を経由して借受者に送付し、その旨を所長

及び委託事務処理機関に通知するものとする。また、承認しないときは第１０第３項に準じて

処理するものとする。 

４ 借受者は、前項の規定により償還方法変更承認通知書の送付を受けたときは、第９第１項に

準じて変更証書を委託事務処理機関に提出するものとする。 

５ 委託事務処理機関は、前項の規定により変更証書の提出を受けたときは、第９第２項に準じ

て変更証書の記載内容を確認の上、知事に送付するものとする。 

 

（借受者又は連帯保証人に関する変更） 

第２４ 借受者は、当該貸付金の償還が終了するまでの間に当該貸付金に係る借受者(連帯債務

者を含む。以下同じ。）又は連帯保証人（連帯保証人を徴求している場合に限る。）及び担保

提供について変更が生じた場合は、次に掲げる書類を遅滞なく委託事務処理機関に提出しなけ

ればならない。 

(1) 連帯保証人を追加若しくは変更し、又は担保を追加若しくは変更しようとする場合は、林

業・木材産業改善資金連帯保証人・担保（追加・変更）承認申請書（様式第２２号の１。以

下「連帯保証人・担保（追加・変更）承認申請書」という。）に第７第１項第８号及び第９

号に規定する書類を添付したもの 

(2) 借受者若しくは連帯保証人の住所若しくは氏名の変更（借受者自体が変わる場合を除 

く。）又は団体の代表者若しくは代表者の氏名に変更が生じた場合は、林業・木材産業改善

資金借受者・連帯保証人住所氏名変更届（様式第２２号の２。以下「借受者・連帯保証人住

所氏名変更届」という。） 

(3) 借受者が死亡又は借受者としての資格を喪失した場合において、相続又は事業の委譲により

貸付金に係る事業及び債務を引き継ごうとするときは、林業・木材産業改善資金借受者

変更承認申請書（様式第２２号の３。以下「借受者変更承認申請書」という。） 

２ 委託事務処理機関は、前項の規定に係る届け又は申請書の提出を受けたときは所長を経由し

て知事に送付するものとする。 

３ 所長は、第１項第３号の規定により借受者変更承認申請書の送付を受けたときは、借受者の

変更に係る意見書（第２２号の４）を添付して知事に送付するものとする。 

４ 知事は、第２項又は前項の規定により届け又は申請書を受理し、これを承認したときは、林

業・木材産業改善資金借受者・連帯保証人・担保（追加・変更）承認通知書（様式第２２号の 

５。以下「借受者・連帯保証人・担保（追加・変更）承認通知書」という。）及び変更証書 

（第１項第２号に係る場合を除く。）を委託事務処理機関を経由して借受者に交付するととも

に、その旨を所長及び委託事務処理機関に通知するものとし、承認しないときは、第１０第３

項に準じて処理するものとする。 

５ 借受者は、前項の規定により借受者・連帯保証人・担保（追加・変更）承認通知書の送付を

受けた場合で、借受者又は連帯保証人を変更するときは、第９第１項に準じて変更証書を委託

事務処理機関に提出するものとする。 

６ 委託事務処理機関は、前項の規定により変更証書の提出を受けたときは、第９第２項に準じ

て変更証書の記載内容を確認の上、知事に送付するものとする。 

 

（債権の保全） 

第２５ 森林組合又は県木協は、貸付金の使途、貸付金の弁済の履行、借受者の経営状況、連帯

保証人の信用状況、借受者又は連帯保証人の死亡、失踪、追加、変更及び債権者からの強制執

行等に常時注意し、債権保全上支障を生じると思われる事態が発生したときは、その状況を直



 

ちに林業・木材産業改善資金債権管理報告書（様式第２３号）により知事に報告し、その指示

を受けるものとする。 

２ 森林組合又は県木協は、借受者が償還金の償還期日を過ぎてもなお償還しないときは、直ち

に当該延滞者ごとにその事情を調査して林業・木材産業改善資金未償還調査書（様式第２４ 

号）により知事に報告するものとする。 

 

（借用証書の返戻） 

第２６ 知事は、貸付金の償還が完了した借受者に対し、速やかに委託事務処理機関を経由して

借用証書を返戻するものとする。 

 

第４章  県の融資機関に対する貸付金の貸付手続等 

 
（貸付申請書等の提出） 

第２７ 申請者は、第７に規定する書類を融資機関に提出するものとする。この場合、貸付申請

書にあっては、貸付申請書に代えて林業・木材産業改善資金借入申込書（様式第２５号）を、

独立行政法人農林漁業信用基金（以下「信用基金」という。）の債務保証を利用する場合は、

債務保証依頼書を提出するものとする。 

 

（県貸付金貸付申請等） 

第２８ 第２７の規定により貸付申請書の提出を受け、林業・木材産業改善資金の貸付けを行おう

とする融資機関は、当該申請者の住所地を所管する所長に貸付申請書類の写しを添えて、当該申請

に係る林業・木材産業改善措置に関する意見書を求めるものとする。 

２ 前項により意見を求められた所長は、内容を確認の上、様式第８号により当該融資機関あて

意見書を送付するものとする。 

３ 当該申請者への貸付けが適当と認めた、県貸付金の貸付けを受けようとする融資機関は、林 

業・木材産業改善資金県貸付申請書（様式第２６号。以下「県貸付金貸付申請書」という。）及

び改善計画書に前項の規定により徴求した意見書の写しを添えて知事に送付するものとする。 

 

（貸付決定の通知等） 

第２９ 知事は、第２８第４項の規定により県貸付金貸付申請書の送付を受けたときは、当該申

請に係る書類の審査を第８の規定に準じて行なうものとする。 

２ 知事は、第２８第１項に定める意見書を勘案し、予算の範囲内で貸付けを行う、又は行わな

い旨の決定をするものとする。 

３ 知事は、貸付けを決定したときは、林業・木材産業改善資金県貸付金貸付決定通知書（様式

第２７号。以下「県貸付金決定通知書」という。）に林業・木材産業改善資金県貸付金借用証

書（様式第２８号。以下「県貸付金借用証書」という。）を添えて、融資機関に交付し、その

旨を所長に通知するものとする。 

４ 知事は、貸付けを行わない旨の決定をしたときは、貸付不承認通知書を融資機関に交付し、

その旨を所長に通知するものとする。 

 

（県貸付金の交付） 

第３０ 融資機関は、第２９第３項の規定に基づき県貸付金の交付を受けようとするときは、支

払請求書（様式第２９号）に県貸付金借用証書を添付して、知事に提出するものとする。 

２ 知事は、前項の規定により県貸付金借用証書の提出を受けたときは、その内容を点検し、借

受者が信用基金の債務保証を利用する場合にあっては信用基金の債務保証承諾の有無を確認し

た後に、県貸付金の交付を行うものとし、交付日を県貸付金借用証書に記載するとともに、そ



 

の旨を当該融資機関及び所長に連絡するものとする。 

 

（貸付条件） 

第３１ 県貸付金の貸付条件については、融資機関が県貸付金を原資として林業従事者等に貸し

付ける林業・木材産業改善資金の利率、償還期間、据置期間及び償還方法とそれぞれ同一とす

る。 

２ 融資機関は、県貸付金を他の用途に使用してはならない。 

 

（実績報告） 

第３２ 融資機関は、第５２第２項の規定により借受者から事業実施報告書の提出を受けたとき 

は、当該報告書受理後１月以内に第１５第２項に定める書類審査及び現地調査を行い、その状況

を記載した林業・木材産業改善資金県貸付金事業実施報告書（様式第３０号）に借受者から提出

のあった、事業実施報告書の写しを添えて、所長を経由の上、知事に提出するものとする。 

２ 融資機関は、前項の規定による事業実施報告書の内容が県貸付金の貸付目的に適合していな

いと知事が認めて必要な指示をした場合は、その指示に従わなければならない。 

３ 所長は、貸付金に係る事業年（林業従事者等の組織する団体にあっては事業年度）の終了後、

当該貸付けに関し第１５第２項第３号に定める追加の書類確認を行い、その状況を知事に報告

するものとする。 

 

（繰上償還） 

第３３ 融資機関は、県貸付金を繰上償還しようとするときは、第５３第１項の規定により借受

者から提出のあった繰上償還届の写しを添えて、林業・木材産業改善資金県貸付金繰上償還届 

（様式第３１号の１。以下「県貸付金繰上償還届」という。）を所長を経由して知事に提出す

るものとする。 

２ 知事は、前項の規定により県貸付金繰上償還届の提出を受け、これを承認したときは、林業 

・木材産業改善資金県貸付金繰上償還承認通知書（様式第３１号の２）及び納入通知書兼領収

書を融資機関に送付し、その旨を所長に通知するものとする。 

３ 融資機関は、納入期限までに当該繰上償還に係る償還金を県指定金融機関に払い込まなけれ

ばならない。 

 

（期限前償還） 

第３４ 融資機関は、融資機関が次の各号のいずれかに該当する場合において、知事が償還期間 

にかかわらず県貸付金の全部又は一部の償還を請求したときは、これに応じなければならない。 

(1) 第３１第２項、第３２第２項、第３７第１項、第４０及び第４１の規定のいずれかに違反

した場合 

(2) 正当な理由なく県貸付金の償還を行わない場合。ただし、借受者による林業・木材産業改

善資金の償還が償還期日までに行われないことを理由として、融資機関が県貸付金の償還を

償還期日までに行うことができない場合を除く。 

(3) 誠実に林業従事者等への資金の貸付けを行わない場合 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、正当な理由がなく貸付条件に違反した場合 

２ 知事は、前項の場合において県貸付金の償還を請求するときは、林業・木材産業改善資金県

貸付金期限前償還通知書（様式第３２号）及び納入通知書兼領収書を融資機関に送付し、その

旨を所長に通知するものとする。 

３ 融資機関は、納入期限までに当該期限前償還に係る償還金を県指定金融機関に払い込まなけ

ればならない。 

 



 

（約定償還の通知） 

第３５ 知事は、約定償還を請求するときは、納入通知書兼領収書を償還期日の１０日前までに

融資機関に送付するものとする。 

２ 前項の償還期日が土曜日、日曜日又は国民の祝日に関する法律に規定する休日に当たるとき

はこれらの日の翌日とする。 

 

（償還金の納入） 

第３６ 融資機関は、前項の規定により納入通知書兼領収書の送付を受けたときは、支払期日ま

でに償還金を県指定金融機関に支払わなければならない。 

 

（違約金） 

第３７ 融資機関は、県貸付金の償還を怠ったときは、当該償還すべき期日の翌日から支払日ま 

での日数に応じて年１２．２５パーセントの割合をもって計算した違約金を県に納付しなけれ

ばならない。ただし、知事が特にやむを得ない理由があると認めたときは、この限りではない。

２ 貸付規則第１４条の規定による支払の猶予をしていたことにより支払期日までに支払われ

なかった場合には、支払期日の翌日から借受者が支払った日までの日数を、前項の規定に基づ

き算出した日数から控除することができる。 

３ 融資機関が県貸付金の償還を支払期日に支払っているときは、借受者が支払期日に償還金を

支払わなかった場合に徴収した違約金を県に納付する必要はないものとする。 

 

（支払猶予の手続） 

第３８ 融資機関は、借受者に対する支払の猶予を行おうとするときは、林業・木材産業改善資

金県貸付金支払猶予申請書（様式第３３号の１）を所長を経由して知事に提出し、その承認を

受けなければならない。 

２ 知事は、前項の規定により送付を受け、支払猶予の決定をしたときは、林業・木材産業改善 

資金県貸付金支払猶予決定通知書（様式第３３号の２）及び林業・木材産業改善資金県貸付金

借用証書変更証書（様式第３３号の３。以下「県貸付金変更証書」という。）を融資機関に交

付するとともに、その旨を所長に通知するものとし、支払猶予をしない旨の決定をしたときは、

第１０第３項に準じて処理するものとする。 

３ 融資機関は、前項の規定により交付を受けたときは、支払猶予決定通知書を速やかに借受者

に交付するとともに、県貸付金変更証書を所長を経由して知事に提出するものとする。 

４ 支払猶予に係る融資機関と借受者間の手続については、融資機関の規定又は変更証書に準じ

て行うものとする。 

 

（据置期間の変更申請等） 

第３９ 融資機関は、第５７に規定する借受者からの申請を受け、県貸付金の据置期間を変更し 

ようとするときは、林業・木材産業改善資金県貸付金償還方法変更申請書（様式第３４号の１。

以下「県貸付金償還方法変更申請書」という。）を所長を経由して知事に提出するものとする。 

２ 知事は、前項の規定により県貸付金償還方法変更申請書の提出を受け、償還方法の変更を承 

認したときは、林業・木材産業改善資金県貸付金償還方法変更承認通知書（様式第３４号の２。

以下「県貸付金償還方法変更承認通知書」という。）及び県貸付金変更証書を融資機関に送付す

るとともに、その旨を所長に通知するものとし、承認しないときは、第１０第３項に準じて処理

するものとする。 

３ 融資機関は、前項の規定により県貸付金償還方法変更承認通知書の送付を受けたときは、償

還方法変更承認通知書を速やかに借受者に送付するとともに、県貸付金変更証書を所長を経由

して知事に提出するものとする。 



 

４ 据置期間の変更に係る融資機関と借受者間の手続については、融資機関の規定又は変更証書

に準じて行うものとする。 

 

（県からの指示） 

第４０ 融資機関は、次に掲げる場合には、直ちに所長を経由して知事に報告し、その指示に従

わなければならない。 

(1) 林業・木材産業改善資金の貸付けの業務を中止し、又は廃止しようとする場合 

(2) 林業・木材産業改善資金の貸付けの業務の遂行が困難となった場合 

 

（帳簿書類の調査） 

第４１ 知事が、債権の保全管理上必要があると認めて、貸付金に関する帳簿書類等の提出を要

求したときは、融資機関は、これに応じなければならない。 

 

（借用証書の返戻） 

第４２ 知事は、融資機関が県貸付金を完済したときは、速やかに当該県貸付金に係る県貸付金

借用証書を返戻するものとする。 

 

第５章 融資機関の林業従事者等に対する林業・木材産業改善資金

の貸付手続等 

 
（貸付金） 

第４３ 融資機関は、県貸付金を財源として林業従事者等に対する林業・木材産業改善資金を貸

し付けるものとする。 

 

（貸付条件） 

第４４ 融資機関が貸し付ける林業・木材産業改善資金（以下「融資機関貸付金」という。）の

貸付条件については、県貸付金の貸付条件と同一とする。 

 

（連帯保証人等） 

第４５ 融資機関は、融資機関貸付金の貸付けに当たっては、申請者から連帯保証人若しくは担

保を徴求し、又は信用基金の債務保証を受けさせるものとする。 

 

（貸付申請） 

第４６ 融資機関は、第２７の規定により貸付申請書類を受理したときは、当該貸付申請に係る

書類の審査を行うとともに、貸付けを行おうとするときは、第２８第１項に規定する県貸付金

貸付申請書を知事に提出するものとする。 

２ 融資機関は、貸付けを行わないときは、貸付不承認通知書により申請者に通知するものとす

る。 

 

（貸付決定） 

第４７ 融資機関は、第２９第３項の規定により知事から県貸付金決定通知書の送付を受けたと

きは、県貸付金の貸付決定日をもって申請者に対し、林業・木材産業改善資金借受者貸付決定

通知書（様式第３５号。以下「借受者貸付決定通知書」という。）を交付するものとする。 

 

（貸付契約の締結） 

第４８ 融資機関は、申請者との貸付契約の締結に当たっては、林業・木材産業改善資金借受者



 

借用証書（様式第３６号。以下「借受者借用証書」という。）に準じた様式をもって行うもの

とする。ただし、信用基金の債務保証に付する申請者との貸付契約の締結については、信用基

金が定める債務保証書、債務保証承諾書及び出資証券により行うものとする。 

２ 融資機関は、申請者に対し、当該証書の特約条項を説明し、遵守させるものとする。 

 

（借受辞退） 

第４９ 申請者は、貸付金の交付を受ける前に借受けを辞退しようとするときは、速やかに借受

辞退届に借受者貸付決定通知書を添えて融資機関に提出しなければならない。 

２ 融資機関は、前項の規定により借受辞退届の提出を受け、貸付けの決定を取り消したときは、

貸付決定取消通知書を申請者に送付するとともに、林業・木材産業改善資金県貸付金借受辞退 

届（様式第３７号の１。以下「県貸付金借受辞退届」という。）に当該借受辞退届の写し及び県

貸付金決定通知書を添えて、所長を 経由して知事に送付するものとする。 

３ 知事は、前項の規定により県貸付金借受辞退届の送付を受け、貸付けの決定を取り消したと

きは、林業・木材産業改善資金県貸付金貸付決定取消通知書（様式第３７号の２）を融資機関

に交付し、その旨を所長に通知するものとする。 

 

（貸付決定の取消し） 

第５０ 融資機関は、貸付決定後長期にわたり貸付契約の見込みがない場合には、その決定を取

り消すことが 

できるものとする。この場合、当該取消しに係る処理は、第４９第２項及び第３項に準じて行

うものとする。 

 

（貸付金の交付） 

第５１ 融資機関は、第３０第２項の規定により県貸付金の交付を受けた場合は、県貸付金の交

付日をもって申請者名義の預金口座に振り替えるものとし、その旨を当該申請者に連絡するも

のとする。 

２ 借受者は、融資機関貸付金に係る事業の実施に当たり自己資金を必要とする場合は、自己資

金をあらかじめ預金口座に積み立てなければならない。 

３ 借受者は、融資機関貸付金の使途を明確にするため、当該融資機関貸付金に係る事業におけ

る施設、機械、資材等の代金支払は口座振替によるものとする。 

４ 借受者は、前項の代金支払に係る領収証等の証票類を整理保管しなければならない。 

 

（事業の実施期間及び実施報告等） 

第５２ 借受者は、貸付決定後速やかに当該融資機関貸付金に係る事業に着手し、貸付金受領後 

３月以内又は事業を実施するのに必要な期間としてあらかじめ融資機関が承認した期間内に完

了しなければならない。この場合、特別の理由がある場合を除き、交付された融資機関貸付金

を速やかに使用するものとする。 

２ 借受者は、融資機関貸付金に係る事業が完了したときは、当該事業完了の日から３０日以内

に事業実施報告書を融資機関に提出しなければならない。この場合、事業実施報告書には、当

該事業の経費の支払を証明する書類とともに借受者が団体の場合は資金調達明細書を添付しな

ければならない。ただし、研修に係る資金の借受者にあっては、この限りでない。 

３ 研修に係る資金の借受者は、研修に就いたときに研修証明書を、研修を終了したときには事

業実施報告書に代えて研修終了報告書を融資機関に提出しなければならない。 

 

（繰上償還） 

第５３ 融資機関貸付金の借受者は、当該貸付金の全部又は一部を繰り上げて償還しようとする



 

ときは、繰上償還届を融資機関に提出するものとする。 

２ 融資機関は、前項により繰上償還届の提出を受け、繰上償還を認めた場合には、繰上償還承

認通知書を借受者に送付するものとする。 

 

（期限前償還） 

第５４ 融資機関は、融資機関貸付金に係る債権を保全するために必要があると認めたとき及び

融資機関貸付金の借受者が次の各号のいずれかに該当するときは、償還期限にかかわらず期限

前償還通知書により借受者に対し、貸付金の全部又は一部の償還を命ずるとともに、当該償還

金を受領した場合には、速やかに県に対し県貸付金の繰上償還を行うものとする。 

(1) 融資機関貸付金を貸付けの目的以外の目的に使用した場合 

(2) 融資機関貸付金に係る償還金の支払を怠った場合 

(3) 融資機関に対し虚偽の申請若しくは報告をし、又は故意に必要な事実の報告を怠った場合 

(4) 融資機関の貸付決定通知前に事業に着手していた場合 

(5) 第１号から第４号までに掲げるほか、正当な理由がなく貸付けの条件に違反した場合 

 

（支払猶予の手続） 

第５５ 融資機関貸付金の借受者は、第２１第１項各号に掲げる事項のいずれかに該当する場合

であって、当該貸付金の償還が著しく困難であるときは、支払猶予申請書を融資機関に提出す

るものとする。 

 

（事業計画の変更申請等） 

第５６ 融資機関貸付金の借受者は、貸付決定後事業が完了するまでの間に、事業計画又は資金

計画を変更する場合は、速やかに計画変更申請書を融資機関に提出するものとする。ただし、

次に掲げる以外の軽微な変更又は改善計画書に記載された内容であって、かつ、当該貸付決定

額を超えない変更にあっては、この限りでない。この場合、当該借受者は、第５２第２項の規

定による事業実施報告書の提出の際に、当該事業実施報告書に変更の内容と理由を記載するも

のとする。 

(1) 貸付けの対象となった施設、機械若しくは資材の種類若しくは規模又は工事内容を著しく

変更しようとする場合 

(2) 借受者が団体又は共同であって、その受益構成員に変更が生じる場合 

(3) 災害等やむを得ない事情により第５２第１項に規定する期間内に事業を完了することが困

難な事態が発生した場合 

２ 融資機関は、前項の規定により計画変更申請書の提出を受け、事業計画を変更することがや

むを得ないと判断したときは、計画変更申請書の写しを添付の上、知事に協議し、知事が適当

と認めるときは、事業計画変更承認通知書により借受者に通知するものとする。 

３ 融資機関は、前項の規定により承認を行ったときは、林業・木材産業改善資金事業計画変更

承認連絡書（様式第３８号）を知事及び所長に送付するものとする。 

 

（据置期間の変更申請等） 

第５７ 融資機関貸付金の借受者は、融資機関貸付金の貸付けを受けた後償還が始まるまでの間

に、据置期間を変更しようとする場合は、償還方法変更申請書を融資機関に提出しなければな

らない。 

 

（借受者又は連帯保証人に関する変更） 

第５８ 融資機関貸付金の借受者は、当該貸付金の償還が終了するまでの間に当該貸付金に係る

借受者（連帯債務者を含む。以下同じ。）及び連帯保証人（融資機関が連帯保証人を徴求して



 

いる場合に限る。）に関する変更が生じた場合は、次に掲げる書類を遅滞なく融資機関に提出

しなければならない。 

(1) 連帯保証人を追加又は変更しようとする場合は、連帯保証人追加・変更承認申請書 

(2) 借受者若しくは連帯保証人の住所若しくは氏名の変更（借受者自体が変わる場合を除 

く。）又は団体の代表者若しくは代表者の氏名に変更が生じた場合は、借受者・連帯保証人

住所氏名変更届 

(3) 借受者が死亡又は借受者としての資格を喪失した場合において、相続又は事業の委譲によ

り貸付金に係る事業及び債務を引き継ごうとするときは、借受者変更承認申請書 

２ 融資機関は、前項第１号及び第２号に係る申請又は届けを受理し、それを承認したときは、

借受者・連帯保証人変更承認通知書を借受者に送付するとともに、林業・木材産業改善資金借

受者・連帯保証人変更承認連絡書（様式第３９号。以下「借受者・連帯保証人変更承認連絡 

書」という。）を知事及び所長に送付するものとする。 

３ 融資機関は、第１項第３号の規定により借受者変更承認申請書を受けたときは、所長を経由

して知事に送付するものとする。 

４ 所長は、前項の規定により借受者変更承認申請書の送付を受けたときは、第２４第３項に準

じて処理するものとする。 

５ 知事は、第３項の規定による申請書を受理し、これを承認したときは、その旨を融資機関に

通知するものとする。 

６ 融資機関は、前項の規定により承認の通知を受けたときは、借受者・連帯保証人変更承認通

知書を借受者に送付するとともに、借受者・連帯保証人変更承認連絡書を第５６第３項に準じ

て処理するものとする。 

 

（違約金） 

第５９ 融資機関は、融資機関貸付金の借受者が支払期日に当該貸付金に係る償還金又は期限前

償還金を支払わなかった場合には、延滞金額につき年１２．２５パーセントの割合をもって、

支払期日の翌日から支払った日までの日数により計算した違約金を徴収するものとする。ただ

し、貸付規則第１４条の規定による支払の猶予をしていたことにより支払期日までに支払われ

なかった場合には、支払期日の翌日から借受者が融資機関への支払った日までの日数を、上記

日数から控除することができる。 

２ 融資機関は、借受者が貸付金を貸付目的以外の使途に使用したときは、貸付目的以外に使用

された金額につき、借受者が期限前償還を請求された場合にあっては、貸付契約を締結した日

から融資機関が期限前償還の期限として定めた日までの日数に応じ、借受者が期限前償還を請

求される前に繰り上げて弁済した場合にあっては、貸付契約を締結した日からその弁済の日ま

での日数に応じ、年１２．２５パーセントの割合をもって計算した違約金を徴収するものとす

る。 

 

（償還金の催促） 

第６０ 融資機関は、融資機関貸付金の借受者が当該貸付金に係る償還期日を過ぎてもなお、償

還金を支払わないときは、当該借受者に対し、文書その他適当と認められる方法で支払の督促

を行い、償還に至るまでの経過を整理しておくものとする。 

 

（借用証書の返戻） 

第６１ 融資機関は、融資機関貸付金の借受者が当該貸付金に係る償還金を完済したときは、速

やかに当該貸付金に係る借受者借用証書を返戻するものとする。（信用基金の債務保証の取扱

い） 

第６２ 信用基金が行う債務保証の取扱いについては、この要領に定めるもののほか、信用基金



 

林業信用保証関係業務方法書、融資機関と信用基金との間の債務保証書等に定めるところによ

る。 

 

第６章  林業・木材産業改善資金の管理運営等 

 
（資金需要の把握） 

第６３ 所長は、翌年度の貸付金需要額を調査し、毎年１月１０日までに水産林政部長に報告す

るものとする。 

 

（事業執行計画の策定） 

第６４ 県は、年度当初に、当該年度の林業・木材産業改善資金事業執行計画（貸付申請書の提

出時期、貸付決定時期、貸付実行時期等）を定めて、関係機関に通知するものとする。 

 

（指導体制） 

第６５ 所長は、森林組合等の関係機関の協力を得て申請者及び借受者の経営状況を把握し、貸

付金に係る事業計画の所期の目的が達成されるよう助言指導に当たるものとする。 

 

（債権の管理回収） 

第６６ 貸付金債権の管理回収事務の取扱いに関しては、別に定めるものによるものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成１５年９月３０日から施行する。 

２ 改正後の宮城県林業・木材産業改善資金事務取扱要領の規定は、この要領の施行の日以後に

貸付けの申請を受理したものから適用し、同日前に貸付けの申請を受理したものについては、

なお従前の例による。 

附 則 

この要領は、平成１６年４月１日から施行する。

附 則 

この要領は、平成１９年１２月２６日から施行する。

附 則 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則 

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則 

この要領は、平成２１年９月１日から施行する。

附 則 

この要領は、平成２２年１０月１３日から施行する。

附 則 

この要領は、平成２３年６月７日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２４年９月１８日から施行する。

附 則 

この要領は、平成２８年２月２６日から施行する。

附 則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

 



 

附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。

附 則 

この要領は、令和３年１０月２２日から施行する。 
附 則 

この要領は、令和６年５月１３日から施行する。 

 


